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特 定 生 産 緑 地 の 指 定 に つ い て 

 

 

１ 特定生産緑地制度の制定背景 

  平成２９年６月に生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）の一部が改正され、特定生産緑地

制度が平成３０年４月１日に施行された。 

制度制定の背景としては、２０２２年に東京都内のすべての生産緑地面積の８割以上が指定

告示から３０年を迎えるといわれており、固定資産税や相続税の優遇措置が停止することから、

農地の宅地化が一斉に進むことが危惧されていた。 

このような中、国では、都市農地の位置づけを「宅地化すべきもの」から、都市に「あるべ

きもの」へと大きく転換し、計画的に農地を保全する方向性が示された。 

こうした背景から、生産緑地法等の関連する法律が改正され、区市町村は特定生産緑地を指

定することができることとなった。 

 

 

２ 特定生産緑地制度の概要（詳細はＰ３参照） 

  本制度は、生産緑地の指定告示から３０年を迎える前に、買取申出ができる期限を１０年延

長する制度である。特定生産緑地の指定を受けると、固定資産税等の農地課税が継続され、新

たな相続が発生した際に相続税納税猶予制度の適用を受けることが可能となる。 

また、特定生産緑地の指定から１０年経過する前であれば、繰り返し１０年期限を延長する

ことができる。 

なお、生産緑地法第１０条の２第３項により、特定生産緑地を指定しようとするときは、あ

らかじめ、当該生産緑地に係る農地等利害関係人の同意が得るとともに、市町村都市計画審議

会の意見を聴かなければならないと規定されている。 

 

 

３ 特定生産緑地制度の実施 

  板橋区においては、平成４年から生産緑地地区の指定を行っており、９８地区・約１４．８

ｈａを生産緑地地区に指定した。現在では、農地面積は約半分以下に減少している状況である

が、生産緑地地区については、指定当初と比べ減少しているものの、平成３０年１１月時点で

は６６地区・約９．６０ｈａと約３５パーセントの減少に留まっている。このように農地の保

全の観点から、生産緑地地区は有効であることから、税制優遇等が継続される特定生産緑地に

ついても、所有者の意向等を確認しながら指定を進めていくものである。 
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４ 生産緑地地区指定の状況（位置は資料２-３ 全体位置図のとおり） 

 地区数等 面積 

令和元年特定生産緑地 指定予定 ２８箇所 約３．４９ｈａ 

Ｈ4・Ｈ5指定の生産緑地地区 ５５地区 約８．１１ｈａ 

区全体の生産緑地地区 

(Ｈ30.11.27告示時点) 
６６地区 約９．６０ｈａ 

 

 

５ 特定生産緑地の指定スケジュール （これまでの主な経緯と今後の予定） 

 

平成３０年 １２月１１日 所有者宛てに申出基準日到来通知、 

特定生産緑地指定希望兼利害関係人同意確認書の送付 

令和元年 ５月３１日・６月１４日 現地確認 

 ７月２日 区農業委員会へ管理状況の照会 

 ７月２５日  区農業委員会から管理状況の回答 

 １１月７日 都市計画審議会への意見聴取 

 １１月下旬 指定公示（予定） 
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特定生産緑地制度の詳細 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 特定生産緑地に指定する場合 

■ 特定生産緑地に指定しない場合 

（平成４年）                       （令和４年）                          （令和１４年） 

（平成４年）                       （令和４年） 


